
都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係政令の整備に関する政令について

平 成 ２ ８ 年 ９ 月

国土交通省都市局・住宅局

１．改正の背景

第１９０回国会において、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（以下「改正

法」という。）案を提出し、平成２８年６月１日に成立、同年６月７日に平成２８年法

律第７２号として公布されたところ。

今般、改正法を施行するに当たり、都市再生特別措置法施行令（平成１４年政令第１

９０号）等について所要の改正を行う。

２．改正の概要

（１）都市再生特別措置法施行令の一部改正

① 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第４６条第１２項の規定に基づき、

都市の居住者、来訪者又は滞在者の利便の増進に寄与する施設等として、

・自転車駐車場で自転車を賃貸する事業の用に供するもの

・観光案内所

・路線バス（主として一の市町村の区域内において運行するものに限る。）の停留所

のベンチ又は上家

・都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第７条第６号に掲げる仮設工作物

を定める。

② 都市再生特別措置法第６２条の２の規定に基づき、同法第４６条第１２項の施設等

の外観及び構造、占用に関する工事その他の事項に関し政令で定める技術的基準とし

て、

・外観及び配置は、できる限り都市公園の風致及び美観その他都市公園としての機能

を害しないこと

・地上に設ける施設等の構造は、倒壊、落下その他の事由による危険を防止する措置

を講ずることその他の公園施設の保全又は公衆の都市公園の利用に支障を及ぼさな

いものとすること

・地下に設ける施設等の構造は、堅固で耐久力を有するとともに、公園施設の保全、

他の占用物件の構造又は公衆の都市公園の利用に支障を及ぼさないものとすること

・自転車駐車場の敷地面積は３０㎡以内、観光案内所の建築面積は５０㎡以内、路線

バスの停留所の上家の建築面積は２０㎡以内であること

・占用に関する工事によって公衆の都市公園の利用に支障を及ぼさないようできる限

り必要な措置を講ずること等

を定める。

③ その他所要の改正を行う。



（２）都市再開発法施行令の一部改正

① 以下の（ⅰ）～（ⅲ）に関する権利変換計画の修正又は変更については、国土交通

大臣等の認可、縦覧手続、審査委員の同意又は市街地再開発審査会の議決を要しない

こととする。

（ⅰ）都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第７３条第１項第７号の規定による

指定宅地又はその使用収益権を有する者の氏名又は名称及び住所

（ⅱ）都市再開発法第７３条第１項第１０号の規定による指定宅地又はその使用収益

権について担保権等の登記に係る権利を有する者の氏名若しくは名称又は住所

（ⅲ）都市再開発法第７３条第１項第２０号の規定による個別利用区内の宅地の明細

② 都市再開発法第８１条の規定に基づく、個別利用区内の宅地の価額の概算額は以下

のとおり算定することとする。

（ⅰ）指定宅地及びその使用収益権の価額の合計額と当該個別利用区内の宅地の整備

に要する費用の額とを合計した額以上であり、かつ、同法第８０条第１項に規

定する３０日の期間（以下「基準日」という。）を経過した日における近傍類

似の土地の価額を参酌して定めた当該個別利用区内の宅地の価額の見込額を超

えない範囲内において当該個別利用区内の宅地の価額（以下「宅地価額」とい

う。）を定める。

（ⅱ）当該宅地価額に基準日における近傍類似の土地の使用収益権の価額がその土地

の価額に占める割合を参酌して定めた指定宅地の使用収益権の価額が当該宅地

価額に占める割合（以下「使用収益権の割合」という。）を乗じる。

（ⅲ）（ⅰ）の価額から（ⅱ）の額を控除する。

③ 都市再開発法第８１条の規定に基づく、個別利用区内の宅地の使用収益権の価額の

概算額は、②の宅地価額に使用収益権の割合を乗じて得た額とする。

④ 都市再開発法第１０３条第１項の規定による個別利用区内の宅地又はその使用収益

権の価額の確定は、上記②又は③の規定の例により行わなければならないこととする。

⑤ 都市再開発法第１０９条の３第１項及び同法第１１８条の２５の２第１項の政令で

定める施設建築敷地を立体的に利用する必要がある市街地再開発事業は、都市計画法

第１１条第３項の規定により当該都市計画施設の区域について都市高速鉄道を整備す

る立体的な範囲が定められている市街地再開発事業とする。

⑥ 都市再開発法第１０９条の３第１項及び同法第１１８条の２５の２第１項の政令で

定める都市高速鉄道が存するように定めることができる施設建築敷地の上の空間又は

地下の範囲は、都市計画法第１１条第３項の規定により当該都市計画施設の区域につ

いて定められている都市高速鉄道を整備する立体的な範囲とする。

⑦ 都市再開発法第１０９条の３第２項前段及び同法第１１８条の２５の２第２項前段

の規定に基づき、施設建築敷地の上の空間又は地下に都市高速鉄道が存するように定

めた場合には、施設建築敷地又は建築施設の部分から都市高速鉄道の所有を目的とす

る民法（明治２９年法律第８９号）第２６９条の２第１項の地上権の価額の相当額を

控除して施設建築敷地又は建築施設の部分の価額の概算額を算出することとする。

⑧ その他所要の改正を行う。



（３）建築基準法施行令の一部改正

特定用途誘導地区内の容積率制限及び建築面積制限に関する規定（建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６０条の３第１項）について、引き続き既存不適格扱い

となる増改築の範囲等について、定める。

（４）都市公園法施行令の一部改正

都市再生特別措置法第４６条第１２項に規定する「都市の居住者、来訪者又は滞在

者の利便の増進に寄与する施設等」のうち、

・自転車駐車場で自転車を賃貸する事業の用に供するもの

・観光案内所

・路線バス（主として一の市町村の区域内において運行するものに限る。）の停留所

のベンチ又は上家

による都市公園の占用期間を１０年とすることとする。

（５）宅地建物取引業法施行令の一部改正

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第３５条第１項第２号の規定に基

づき、宅地建物取引業者が宅地建物取引士をして宅地又は建物の売買等の契約の成立

までに相手方等に説明をさせなければならない法令上の制限として、

・非常用電気等供給施設協定に係る承継効に関する規定（都市再生特別措置法第４５

条の２１）

・個別利用区内の宅地又はその使用収益権を取得した者に係る工事完了の公告までの

間における当該宅地の使用収益の停止に関する規定（都市再開発法第９５条の２）

・特定用途誘導地区内の容積率制限及び建築面積制限に関する規定（建築基準法第６

０条の３第１項）

を追加することとする。

（６）都市再開発法による不動産登記に関する政令の一部改正

① 一の申請情報によってしなければならない等とされている登記の申請に関する規定

（都市再開発法による不動産登記に関する政令（昭和４５年政令第８７号）第５条第

２項）に、都市再開発法第１０９条の３第６項の規定による民法（明治２９年法律第

８９号）第２６９条の２第１項の地上権の設定の登記の申請を追加することとする。

② その他所要の改正を行う。

（７）その他

その他、改正法の施行に伴う所要の規定の整備を行う。

３．今後のスケジュール

閣議：平成２８年８月２４日（水）

公布：平成２８年８月２９日（月）

施行：平成２８年９月 １日（木）


